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1.はじめに 

地震災害の被災地で, 急激な人口減少が生じることがあ

る. 東日本大震災の被災地の一つである宮城県女川町では

2015 年の人口が 2010 年比で 37.0%減少した 1). 平成 28 年

熊本地震(以下, 熊本地震と呼ぶ)が発生した熊本県では前

年と比べて転出者数が増加し, 転入者数との差である「社

会減」が前年より 2500 人以上増えた 2). 被災地の人口減少

は, 復興後の地域のあり方に大きな影響を及ぼす. 災害後

の人口変動を定量的に推計する手法を提案できれば, 人口

変動を考慮に入れた災害対応策を立案する材料を提供で

きるものと考えられる.  

筆者らは, 南海トラフ巨大地震を対象とした震災時疎開

シミュレーション 3)の手法を提案している. 本論では, 発

災から 2~3 ヶ月が経過したときの世帯分布を推計する「疎

開シミュレーション」の結果と熊本地震後の携帯電話に

よる夜間人口の統計データを比較し, 結果の妥当性を検討

する.  

2.疎開シミュレーションの概要 

 本シミュレーションのアウトプットは, 地震発生から数

か月経過した際の市区町村間の移動世帯数である. 昨年実

施したアンケート調査の結果から最尤推定法を用いて各

市区町村間で疎開することによって得られる効用を求め

る. 表 1 に効用算出のパラメータを示す. 求めた効用から

ロジットモデルを使って疎開する確率を算出し, モンテカ

ルロ法を用いて移動世帯数を算出する. 移動世帯数は, 市

区町村݅から݆へ疎開して賃貸住宅に入居する世帯数ݐ௜௝,௥௘௡௧
と, 仮設住宅に入居する世帯数ݐ௜௝,௧௘௠௣を区別して考え, 式

(1)と式(2), 式(3)を満たすように決定する.  

∑ ௜௝,௥௘௡௧ݐ) + ௜௝,௧௘௠௣)௜ݐ = ௜ܱ        …(1) 

∑ ௜௝,௥௘௡௧௝ݐ ≤  ௝,௥௘௡௧           …(2)ܦ

∑ ௜௝,௧௘௠௣௝ݐ ≤  ௝,௧௘௠௣           …(3)ܦ

ここで ,  ௜ܱは各市区町村における全壊世帯数であり ,  

௝,௧௘௠௣は供ܦ ,௝,௥௘௡௧は地震後も供給可能な賃貸住宅の戸数ܦ

給される仮設住宅の戸数である. なお, 本シミュレーショ

ンでは, 住宅・土地統計調査のデータが公表されている自

治体のみを対象とする.  

 熊本地震後の県民の世帯移動を再現するため, これらの

パラメータは以下のように定めた. ௜ܱの値は, 熊本市では

行政区ごとの全壊世帯数 4)を, 熊本市以外の県内市町村に

ついては市区町村ごとの全壊世帯数 5)とし, 県外の市区町

村は 0 とした. ܦ௝,௥௘௡௧の値は, 平成 25 年の賃貸空き家の戸

数 6)に, 市区町村内の計測震度の最大値 7)に対応した全壊

被害率 8)をかけて全壊戸数を求め, これを除くことで求め

た. このような全壊戸数の計算は通常メッシュ単位で行う

ものであるが, 賃貸空き家戸数データの集計精度が市区町

村単位であるため, 計測震度の最大値を使って計算した.

したがって, 全壊する賃貸空き家の戸数が実際の値と比べ

て過大な値になっている点が課題である. ܦ௝,௧௘௠௣の値は市

区町村ごとの仮設住宅の供給戸数 9)とした.  

シミュレーションによって, 熊本県内の各市区町村の流

出世帯数と流入世帯数が求まる. 両者の差をとって増減世

帯数を算出する. 増減世帯数に, 市区町村別の 1 世帯あた

りの平均人数 1)を乗じて, 増減人口を算出した. 熊本県外

の市区町村では, 流出世帯数が 0 のため, 流入世帯数の合

計値を増加世帯数とし, 同様の手順で増加人口に換算した. 

3．熊本地震後の増減人口との比較 

 熊本地震後の熊本県民の増減人口は, NTT ドコモ社提供

のモバイル空間統計(以下, 空間統計と呼ぶ)のデータを用

いて算出した. 空間統計は, 携帯電話ネットワークの運用

データから生成される人口統計情報である. 特定の日時に

おける市区町村ごとの携帯電話契約者の滞在人数が把握

できる 10). 本稿では熊本地震の発生から 3 ヶ月が経過した

同年 7 月 14 日の午前 3 時におけるデータを用いる.  

熊本県内の増減人口は, 空間統計上の人数と, 最新の市

区町村人口 11)との差をとって算出する. 熊本県外の増加人

口については, 空間統計上の人数とした. なお, 空間統計

は, NTT ドコモの契約者である約 125 万人分のデータしか

[単位] 引用元
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(自宅の)持ち家率 1 -0.666 **

(自宅の)借家率 1 -0.407 **
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表 1 シミュレーション上の効用関数 
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ない. 数値比較を行うため, 空間統計の合計値が県民の総

数, 約 162 万人と等しくなるように換算した.  

 図 1 に, 空間統計に基づく 7 月 14 日時点の熊本県民の増

減人口を, 図 2 にシミュレーションの結果に基づく増減人

口を示す. 灰色の地域はシミュレーションの対象外の地域

である. 両者ともに, 大きな被害を記録した熊本県北中部

で人口が減少しており, 九州地方の近隣県で増加人口が大

きい. 増加人口については, 図 2 では被災地からの直線距

離に応じて小さくなっており, 中国・四国地方以遠の自治

体では増加がみられない. 一方, 図 1 では, 中国・四国地

方以遠の自治体でも増加が見られ, 全国に県民が移動して

いる様子が確認できる. 山陽地方および首都圏の都市部に

おいて人口増加が大きい.  

図 3に熊本県内, 図 4に熊本県外の自治体について, 7月

14日の空間統計に基づく増減人口と, シミュレーションの

結果に基づく増減人口の関係を示す. 図 3 では, 熊本県内

25 市区町村のうち 24 市区町村で, シミュレーション結果

に基づく減少人口が実際の減少人口よりも大きく見積も

られていることが分かる. これは, 近親者や知人宅に入居

し, 同一市町村内に留まる人数をシミュレーションに反映

できていないためと考えられる.  

図 4 における決定係数は 0.199

と, 図 3における決定係数 0.889と

比較して小さい. この要因として,

 観光客による数値変動が考えら

れ, 純粋な避難者のみを把握でき

るデータの取得が課題である. 図

4 をみると, 実際の増加人口がシ

ミュレーションによる見積もりよ

りも大きい自治体がある. 県庁所

在地においてその傾向が顕著であ

り, 図中のA点は福岡市博多区, B

点は鹿児島市, C 点は福岡市中央

区, D 点は宮崎市, E 点は大分市, 

F 点は福岡県大牟田市であった. 

誤差の要因として 2 点考えられる.

 1 点目は家族や親族の居住地な

ど, 人間関係に依拠した移動先の選択がシミ

ュレーションに反映できていない点である. 

東日本大震災後の福島県の県外避難者では, 

子供が居住する首都圏などの都市部への移動

が見られた 3). 熊本地震においても同様の理由

で近隣都市の人口が増加した可能性がある. 2

点目は, 政策による変動である. 先述の 6 都市

は避難者の受入れ体制を表明し, 公営住宅等

の供給を行った都市である. 被災者への政策

の周知状況等については詳しい調査はなされ

ていないが, 興味深い現象である.  

4．まとめ 

 本論では, シミュレーションと熊本地震後の増減人口の

比較を行った. 結果として, 熊本地震を対象とした検証の

うえでは, 人口減少に関する予測はそれなりに精度が高か

ったものの, 人口の増加は近親者の影響などをシミュレー

ション上で反映させる必要があることが分かった. いずれ

にせよ, より精度高く人口移動を表現できるよう, さらな

る手法の改良を行う必要がある.  
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図 1 モバイル空間統計による増減人口 図 2 シミュレーション結果による増減人口 

図 3 熊本県内における増減人口の比較 図 4 熊本県外の増減人口の比較 
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